
〇勧告のポイント（令和２年１０月７日勧告） 
ボーナスを引下げ（▲０．０５月分） 

報 道 資 料  

令和２年１１月２４日

期末手当引下げに伴う条例改正について 

市議会議員、市長等の特別職、その他の市職員の期末手当を引き下げる条例案を 

提案します。 

《参考》令和 2年人事院勧告及び報告について 

※期末勤勉手当の引下げ勧告は平成２２年以来１０年ぶり。

※人事院勧告が１０月以降となったのは１９６０年からの現行下で初めて。

《改正案》 
１．市議会議員・市長等の特別職 
・期末手当年間支給割合を現行から０．０５月引き下げる。

  ４．５月 ⇒ ４．４５月 
６月期 １２月期 

令和２年度 期末手当 ２．２５ 月（支給済み） ２．２０ 月（現行 2.25 月） 
令和３年度 期末手当 ２．２２５月 ２．２２５月 

２．その他の市職員 
・勤勉手当は据え置き、期末手当年間支給割合を現行から０．０５月引き下げる。

  【期末手当】２．６月 ⇒ ２．５５月 

  【勤勉手当】１．９月（据え置き） 

  【合  計】４．５月 ⇒ ４．４５月 
６月期 １２月期 

令和２年度 期末手当 
    勤勉手当

１．３０ 月（支給済み） 
０．９５ 月（支給済み） 

１．２５ 月（現行 1.30 月） 
０．９５ 月（改定なし） 

計 ２．２５ 月 ２．２０ 月 
令和３年度 期末手当 

  勤勉手当
１．２７５月 
０．９５ 月 

１．２７５月 
０．９５ 月 

計 ２．２２５月 ２．２２５月 
※再任用職員の期末手当年間支給割合は据え置きとし、会計年度任用職員の期末手当

年間支給割合は令和３年度から引き下げます。
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《改正による影響額》 
全体で約５，５００万円の減少、職員１人当たり平均は約１万９，０００円の減少

となります。 

《臨時会開催の理由》 
 １２月期の期末手当の基準日は１２月１日であるため、臨時会を開催し、条例の 

改正の議決をいただかない限り、１２月期の期末手当は現行の給与条例の規定に 

基づいて支給されるということになります。 

 したがいまして、１２月１日以前に条例改正を行うため、臨時会を開催する必要が 

あります。 

【問い合わせ先】 
総務部人事課　☎０４７－３６６－７３０６ 
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